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関連キーワード  「法教育」、「法的な思考枠組み」、シティズンシップ、「新しい教育課題」 
 
 
 そもそも「法教育」とは何なのか。そしてなぜ
今「法教育」なのか。 
「法教育」とは、「法律専門家でない一般の人々
が、法や司法制度、これらの基礎になっている価
値を理解し（「法的価値・原則教育」の側面）、法
的なものの考え方を身につける（「法的見方・考え
方教育」の側面）ための教育を意味するものであ
る。これは法曹養成の法学教育とは異なり、法律
専門家ではない人々が対象であること、法律の条
文や制度を覚える知識型の教育ではなく、法やル
ールの背景にある価値観や司法制度の機能や意義
を考える思考型の教育であること、社会に参加す
ることの重要性を意識づける社会参加型の教育
（「法的参画教育」の側面）であることを意味して
いる」（法務省『法教育研究会報告書』より）ので
あり、「法教育」が求められている背景として、 
(1)様々な価値観や文化的背景を持つ人々との間
の紛争・トラブルを公正に解決する力を国民が持
つ必要が出ていること（「同じ土俵」の上で議論を
するために共有する「手段」を子供たちに持たせ
る教育が必要になっていること）。(2)裁判員を含
む国民の司法参加が求められる時代になって、法
的な参画に関わる力の育成が必要になっているこ
と 等が挙げられている（前掲書より）。 
 
 
 本研究では、「法教育」の三側面のうち、主とし
て「法的見方・考え方教育」の側面に関わる「法
的な思考」の育成を目指す教育内容の中で、中等
教育段階（主として中学校）で授業化が可能な教
育内容を開発した。以下がその手順である。 
（１）中学校で子供たちが興味を持って「思考」
し、新学習指導要領にも合致する「法的」な教材
の検討・開発 
 研究協力者である中学校教諭と協力して、子供
たちが身近に感じ、また新学習指導要領でも実施
できる「法的」な教材を考案した。 
（２）「法的」な教材に対応した「法的な思考枠組
み」の措定 
 同じく研究協力者である弁護士と協力して、「法
的」な教材に対応した「法的な思考」に必要な「法
的な思考枠組み」を措定した。「法的な思考枠組み」
は子供たちにも理解が可能な形式を採る必要があ
り、子供たちにとって「難解」な言葉は使わず、
そして子供たち誰でもがそれを用いることで「法
的な思考」が可能となる必要がある。 
（３）教材と「思考枠組み」を組み合わせた指導
案の作成 
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（１）中学校で子供たちが興味を持って「思考」
し、新学習指導要領にも合致する「法的」な教材
の検討・開発：「自治会で起こった紛争」 
 本研究では、「自治会で起こった紛争」を採用し
た。「自治会で起こった紛争」は、子どもに身近に
感じることができる教材になりえるし、新学習指
導要領の中学校社会科公民的分野大項目（１）イ
に導入された「社会的見方・考え方」の学習では、
「社会的見方・考え方」としての「対立・合意、
効率・公正」について地域で起こる紛争（トラブ
ル）を取り上げて学習させることとしており、「自
治会で起こった紛争」を同単元で取り上げ「対立・
合意、公正」について学ぶ「法学習」として構成
することで新学習指導要領にも対応することが可
能になる。なお、取り上げた「自治会で起こった
紛争」は以下の通りである。 
ある自治会の定期総会で「赤い羽根共同募金」を会費
の一部として徴収するために、自治会費増額（年2,000
円）の決議しました。そうすると、自治会員の一部の
人たちが「思想及び良心の自由」（憲法19条）等を侵
害しているので、徴収を止めて欲しいと主張しました。 
（２）「法的」な教材に対応した「法的な思考枠組
み」としての「市民的な権利／自由の制約程度に
応じた合理性と団体の自律性」 
 本研究では、前述の「自治会で起こった紛争」
を解決するために、法曹関係者から「法的な思考
枠組み」としての「市民的な権利／自由の制約程
度に応じた合理性と団体の自律性」が提案され、
これを採用した。今回の「法的な思考枠組み」は
以下の図１のように示すことが出来る。 
図１ 「自治会で起こった紛争」を解決する
ための「法的な思考枠組み」
市民的な権利／自由の
制約程度に応じた合理性
団体の自律性
許容範囲
 
「団体の自律性」が高まれば高まるほど、市民的
な権利／自由の制約の合理性が低くても、許容さ
れる。一方で、「団体の自律性」が低くなればなる
ほど、市民的な権利／自由の制約の合理性が高く
なければ許容されないことになるのである。 
（３）教材と「思考枠組み」を組み合わせた指導
案の作成：中学校社会科公民的分野を事例に 
 本研究では、前述した「法的な思考枠組み」を
念頭に置いて、新学習指導要領中学校社会科公民
的分野の大項目（１）イに該当する授業づくりを
行った。授業の大まかな流れは以下の通りである。 
① 問題状況の提示：前述した「自治会で起こった
紛争」を提示し、説明する。 
② 問題状況に関する多様な主張の理解：自治会徴
収に関して、「多数決で決めたことには従って
もらいたいと主張する自治会長」「班長は集金
にとても苦労しているので、自治会組織を維
持するためには『赤い羽根募金』のための会
費増額は許されると主張する住民Ａ」「私は募
金でなく自らの体で貢献したい。自治会費と
して募金を徴収されるのは私の信条に反する
と主張する住民Ｂ」「生活に苦しいので、年間
2000 円の増額は困ると主張する住民Ｃ」 
③ 法的な観点の考慮：「特定の政党を応援するた
めに自治会費を増額する」場合は「みんなで
決めて良いのか」（「団体の自律性」が高い決
め事で、合理性が低い事例）や、「自治会費の
運営費が不足しているので、増額する」（「団
体の自律性」が低い決め事で、合理性が高い
事例）場合は「みんなで決めて良いのか」を
子どもたちに考えさせる中で、子どもたちに
「思想・信条の自由」（その侵害の度合い）等
について子どもたちなりに解釈させ、「良い」
か「悪い」かについてその理由とともに考え
させる。そして最終的に「赤い羽根募金」の
ために自治会費を増額することは「みんなで
決めて良いのか、悪いのか」といった課題に
ついて自分がよって立つ立場、そしてなぜそ
の立場に立つのかの理由についてもこどもた
ちなりに考えさせる。 
④ 問題の解決策の提示：個人でこの問題の解決
策を考える。例えば、「住民Ｂの主張は権利侵
害にならないから、また手続きも問題ないの
で、このまま 2000 円増額し、増額分は赤い羽
根募金に充てる」などが考えられる。 
⑤ クラス内での討議・最終的意思決定・ルール形
成：クラスで発表・討論し、最終的な意思決定
を行う。最後に自治会ルールを策定する。 
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本研究については、日本社会科教育学会第 58 回
全国研究大会で発表した。 
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